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設 置 費 【大企業】１／２
【中小企業】２／３

購入に要した額から
10万円を控除した額

１～５年目
【大企業】
１／２

【中小企業】
２／３

６～ 10年目
１／３

助成率等 助成限度額（運営費は１年間の限度額）

2,300万円

増 築 費

運 営 費

保育遊具等
購 入 費

増 築１／２
1,150万円

※５人以上の定員増を伴う増築、体調不調児のための安静室
等の整備

運 営
形 態

通常型

時 間
延長型

深 夜
延長型

現員
１～５年目 ６～ 10年目

15人未満 379万２千円 252万８千円

（現員が定員を超
える場合は定員）

建替え
１／２×
（増加する定員）／
（建替え後の施設の定員）

2,300万円
※５人以上の定員増を伴う建替え

40万円
※１品の単価が１万円以上（セット販売を含む）、総額20万円以上の場
合に限ります。

15～ 20人未満 540万円 360万円
20人以上 699万６千円 466万４千円
15人未満 505万２千円 336万８千円

15～ 20人未満 729万円 486万円
20人以上 951万６千円 634万４千円
15人未満 533万２千円 355万７千円

15～ 20人未満 778万円 518万９千円
20人以上 1,014万6千円 676万４千円

体調不調児対応型
上記それぞれの型
の運営に係る額
＋165万円

上記それぞれの型
の運営に係る額
＋110万円







設置・運営計画又は
増築（増築・建替え）計画

の認定申請

運営計画認定申請

事業所内保育施設運営開始事業所内保育施設設置・
運営開始または運営再開

保育遊具等の購入

設置費または
増築費支給申請

保育遊具等購入費支給申請運営費支給申請











今回の申請に該当するところを○で囲んでください。
設置・運営計画及び増築（増築・建替え）計画の認定
を行う場合は、該当するすべての欄に記入してくださ
い。

この申請書を提出する年月日
を記入してください。

該当部分を○で囲んでくださ
い。

認定申請を行う日の属する月
の初日において、常時雇用す
る労働者（2か月を超えて使
用される者かつ週当たりの所
定労働時間が当該企業の通常
の従業員と同等である者）の
数を記入してください。

①の事業所で常時雇用する労
働者の数を記入してくださ
い。

当該申請を行う事業所名を記
入してください。

乳幼児定員は４月１日を算定
の基準日として、同日の満年
齢で区別してください。増築
（増築・建替え）計画の申請
の場合、（　）内に既存の保
育施設の定員を記入してくだ
さい。

「施設の構造」については、
該当部分に○印をつけ、「主
要な部分の構造」は、例えば
鉄骨鉄筋コンクリート造、木
造等の区分を記入してくださ
い。

上段にはこの申請に係る計画
中の施設の延面積を記入して
ください。増築（増築・建替え）
計画の場合は、(　)内に既存
の保育施設の面積を記入して
ください。

当該事業所内保育施設の利用
条件を明らかにする書類に記
載されている時間を記入して
ください。

保育施設を所管する事業所の
主な所定労働時間を記入して
ください。

申請事業主の住所、名称及び代表者職氏名を記入し、押印してく
ださい。申請者が代理人の場合は、上欄に代理人の記名・押印等
を下欄に事業主の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）をして
ください。申請者が社会保険労務士法施行規則に規定する提出代
行者又は事務代理者の場合は、上欄に事業主の記名・押印等を、
下欄に提出代行者又は事務代理者の記名・押印等をしてください。



「ア　面積」は保育施設の敷
地面積を、「イ　施設の建築
面積」は保育施設の建築面積
を記入してください。

他の助成金の受給または受給
予定の有・無を記入してくだ
さい。

この申請書について問い合わ
せできる方について記入して
ください。

「※処理欄」は記入しないで
ください。

設置・運営計画及び増築計画の認定申請を
行う場合は、該当するすべての欄を記入し
てください。

該当部分を○で囲んでください。



今回の申請に該当するところを○で囲んでください。運営費
は運営の形態についても該当するところを○で囲んでくださ
い。設置費又は増築費の支給申請を行う場合は「４　運営費」
欄及び「５　保育遊具等購入費」欄に、運営費の支給申請を
行う場合は「３　設置費・増築費」欄及び「５　保育遊具等
購入費」欄に斜線を引いてください。

この申請書を提出する年月日
を記入してください。

「事業所内保育施設設置・運
営・増築計画（変更）認定決
定通知書」に記載された認定
番号と認定年月日を記入して
ください。

４月１日を算定の基準日とし
て、同日の満年齢で区分して
ください。

支給対象期間における１日平
均保育乳幼児数を記入してく
ださい。

「その他の職員」は、調理師、
栄養士、事務員等を指します。

「施設の構造」については、
該当部分に○印をつけ、「主
要な部分の構造」は、例えば
鉄骨鉄筋コンクリート造、木
造等の区分を記入してくださ
い。

保育施設を所管する事業所の
主な所定労働時間を記入して
ください。

「面積」は保育施設の敷地面
積を、「施設の建築面積」は、
保育施設の建築面積を記入し
てください。

保育施設の運営開始日及び運
営を開始した日から起算して
10年を経過する日を記入し
てください。

前年の１月１日から12月31
日までの間で、保育施設を運
営した期間を記入してくださ
い。

体調不調児対応型運営に伴う
運営費を申請する場合に記入
してください。

申請事業主の住所、名称及び代表者職氏名を記入し、押印してくだ
さい。申請者が代理人の場合は、上欄に代理人の記名・押印等を下
欄に事業主の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）をしてください。
申請者が社会保険労務士法施行規則に規定する提出代行者または事
務代理者の場合は、上欄に事業主の記名・押印等を、下欄に提出代
行者または事務代理者の記名・押印等をしてください。



振込先について具体的に記入
してください。

この申請書について問い合わ
せできる方について記入して
ください。

「※処理欄」は記入しないで
ください。



該当部分を○で囲んで
ください。

次世代育成支援対策推
進法第12条に基づく
一般事業主行動計画を
策定・届出かつ公表・
周知し、その旨を都道
府県労働局長に提出し
ていることの有無を記
入してください。なお、
「無」の場合は支給で
きません。

他の助成金の受給また
は受給予定の有・無を
記入してください。



事業所内保育施設設置・運営等助成金 事業所内に従業員のための保育施設を
設置・運営したとき

中小企業子育て支援助成金

両立支援レベルアップ助成金

常用労働者100人以下の企業におい
て、育児休業取得者の利用者が初めて
生じたとき

代替要員確保コース
育児休業取得者の代替要員を確保し、
育児休業取得者を現職等に復帰させた
とき

休業中能力アップコース
育児休業または介護休業を取得した従
業員が、スムーズに職場に復帰できる
ようなプログラムを実施したとき

子育て期の短時間勤務支援コース
小学校第３学年終了までの子を養育す
る従業員が利用できる短時間勤務の制
度を設け、利用者が生じたとき

育児・介護費用等補助コース 従業員が育児・介護サービスを利用す
る際に要した費用の補助を行ったとき

育児・介護雇用安定等助成金に関するホームページ
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/ryouritsu01/02.html



内閣府政策統括官（共生社会政策担当）少子化対策担当
（電話番号：０３－３５８１－１４０３）

（参考）内閣府ホームページ　http://www8.cao.go.jp/shoushi/12budget_tax/index.html






